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本研究の目的は、乳幼児健康診査（以下、乳幼児健診）で対処すべき疾病や健康課題に対して、

疫学的な視点も加味して標準的な健診項目を提示し、医療経済学的にその効果を分析する手法を

検討すること、及び、乳幼児健診事業と他の健診事業との連携を視野に入れた政策提言を行うこ

とである。 

 各研究目標の達成に向けて以下の内容を実施した。 

【研究目標 1.1】乳幼児健診の標準的な健診項目の提示 

厚生労働省の通知（雇児発 0911 第１号 平成 27 年 9 月 11 日）で示されている乳幼児健康診

査の医師の診察項目が、本研究班が昨年度抽出した「疫学的検討によるスクリーニング対象疾病

（案）」、及び日本小児医療保健協議会健康診査委員会委員などが作成した「乳幼児健康診査 身

体診察マニュアル（2018 年 3 月）」に例示されたスクリーニング対象疾病の把握に妥当であるか
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を根拠に基づいて検討し、標準的な医師診察項目と対象疾患を作成した。標準的な医師診察項目

として、疾病のスクリーニングを中心とした医師記入項目、および身体計測の判定や問診による

既往症などを把握する保健師記入項目を作成した。各診察項目に対して乳幼児健診で発見する手

段（問診、計測値、検査等・検査値、視診、触診、聴診、手技）、判定と対応の考え方を整理し、

スクリーニング対象疾病の疫学的な根拠である発見の臨界期、治療・介入効果、発症頻度 （国内・

海外）、保健指導上の重要性などの根拠を明記した。 

【研究目標 1.2】スクリーニング対象疾患の医療経済学的検討  

レセプト情報・特定健診等情報データベースの第三者提供（特別抽出）データを用いた乳幼児

健診の医療経済学的検討のため、乳児股関節脱臼を対象疾病として、適切な時期での疾病発見に

よる医療費抑制効果、及び先進的なスクリーニング方法の費用対効果測定する計画を厚生労働省

に申請し、許可された。来年度抽出データを活用した分析を予定している。また、市町村調査で

乳幼児健診事業の所要経費・人員を把握した。受診者１人あたりの予算は、健診対象者が 1000

人以上の市区町村では 4,920 円、100 人～999 人の市区町村では 5,030～5,510 円、50～99 人の

市区町村では 6,940円、1～49人の市区町村では 10,230円であった。なお、乳幼児健診事業を医

療経済学的に分析するための基礎的なコンセプトを整理するため、「健やか親子２１」の評価指標

を、理論的・実証的に医療経済学の視点から検証した。 

【研究目標 2】他健康診査等との連携を視野に入れた乳幼児健診のあり方 

妊娠期と子育て期のデータ連結についてモデル地域で親の喫煙状況について縦断的に分析し

た。また、乳幼児健診とのデータ連結を行うため、学校健診でデータ化すべき項目を検討した。

学童期の食の課題を見据えた幼児への食支援事業の事例から、継続的な支援に重要な事項を検討

した。また、地域保健全体の中で保健師が乳幼児健康診査にどのような意義や目的を設定してい

るかについて質的に検討した。乳幼児健診と他の健診事業との連携について、昨年度提示した生

涯を通じた健康の保持を目的とする基本領域に PHR(personal health record)として保持すべき

データ項目を加えた改訂案を提示した。 

【研究目標 3】乳幼児健診を活用した支援の評価モデルの検証 

先行研究で示してきた支援の評価手法をモデル地域で試用し、その有効性を検証した。 

 

 乳幼児健康診査（以下、「乳幼児健診」とす

る。）は、乳幼児の健康状況を把握することに

よる健康の保持増進を、主たる目的としている

が、疾病をスクリーニングする役割も重要であ

る。母子保健法に基づいて半世紀以上にわたっ

て実施されてきた乳幼児健診事業であるが、こ

れまで、健診プログラムとして達成すべき評価

指標や、医療経済学的効果の科学的エビデンス

は検討されてこなかった。 

 標準的に対処すべき疾病や健康課題を、疫学

的なエビデンス（有病率の整理等）から明らか

するとともに、医療経済学的な分析を用いた検

査手法の有効性の検討、および、他の健診事業

との連携のあり方について検討する必要があ

る。 

 

Ａ．研究目的 

 乳幼児健診で対処すべき疾病や健康課題に

対して、疫学的な視点も加味して標準的な健診

項目を提示し、医療経済学的にその効果を分析
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する手法を検討すること、及び、乳幼児健診事

業と他の健診事業との連携を視野に入れた政

策提言を行う。 

 

Ｂ．研究方法 

 国民のライフステージを見通した健康診査

等の体系の中での乳幼児健診事業のあり方に

ついて、研究目標 1～3の成果に基づいて政策

提言を行うことを本研究の成果目標とし、以下

の研究目標について各研究分担者の役割を明

確にして研究を進めた。 

【研究目標 1.1】乳幼児健診の標準的な健診項

目の提示（担当：秋山、小倉、鈴木、岡島、田

中、佐々木） 

本研究班で昨年度に作成した乳幼児健診で

スクリーニングすべき疾病を選定する条件（1. 

乳幼児健診で発見する手段がある、2. 発見や

治療に臨界期と介入効果がある、3. 発症頻度

が出生 1 万人に 1 人以上、または、4. 保健指

導上重要を満たすこと）を小児期に発症するす

べての疾病を対象に当てはめて検討し、「疫学

的検討によるスクリーニング対象疾病（案）」

を抽出した。本年度は、厚生労働省の通知（厚

生労働省雇用均等・児童家庭局長通知「乳幼児

に対する健康診査の実施について」の一部改正

について（雇児発 0911 第１号 平成 27 年 9

月 11 日））に示された医師の診察項目が、「疫

学的検討によるスクリーニング対象疾病（案）」、

及び日本小児医療保健協議会健康診査委員会

委員などが作成した「乳幼児健康診査 身体診

察マニュアル（2018年 3月）」に例示されたス

クリーニング対象疾病の把握に妥当であるか

を根拠に基づいて検討し、標準的な医師診察項

目と対象疾患を作成した。 

 

【研究目標 1.2】スクリーニング対象疾患の医

療経済学的検討  

１）レセプト情報・特定健診等情報データベー

ス（以下、「NDB」:National Databaseとする。）

の第三者提供データを用いて、乳幼児健診の疾

病スクリーニングを医療経済学的に検討する

手法を開発するために、NDB データから必要

な情報を抽出するための条件の整理、対象疾患

の選定を行った（担当：野口、山崎）。 

２）現在の母子保健政策の主軸である「健やか

親子 21」を，医療経済学の視点から検討する

ため、Grossman型の健康生産関数(Grossman, 

1972)を用い，経済学の視点からの理論的検証

を行った（担当：野口）。 

３）市区町村が乳幼児健診事業に配分している

経費（予算）の状況や事業実施に必要な人的資

源の状況を把握するため、全国 1,741市区町村

の乳幼児健診事業担当者に対して、2019 年 1

月に調査票を用いたアンケート調査を行った。

832 市区町村（回答率 47.8％）から回答があ

り、年間の健診対象者数で市区町村の規模を分

類し、予算総額、１人あたりの予算、職種別の

健診従事者数、健診所要時間の平均値を集計し

た（担当：山崎、平澤）。 

 

【研究目標 2】他の健康診査等との連携を視野

に入れた乳幼児健診事業のあり方の検討 

１）妊娠期のデータとの連結と活用では、和歌

山県御坊保健所と、管内市町が連携し実施して

いる、妊娠届出時から 3歳児健診時までの母子

保健情報を活用し、同期間の母親の喫煙状況に

ついて、縦断的に記述した。対象者は 2004年

10 月-2010 年 3 月の期間に和歌山県御坊市に

て妊娠した母親 1220 人である。妊娠届出時、

および、4 か月・1 歳 6 か月・3 歳の各乳幼児

健診時の計 4回、母親の喫煙状況を「以前から

吸っていない」、「吸っていたがやめた」、「吸っ

ている」の 3 カテゴリーに分類して調査した

（担当：鈴木）。 
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２）学校健診との連携では、学校健康診断にお

いて、現在行われている様式をデータベース化

する際の尺度について検討するため、日本医師

会学校保健委員会の委員にアンケートを行い、

統計的に取り扱うべき具体的な疾病または病

態について検討した。公益財団法人日本学校保

健会の学校等健康診断マニュアルに示された

疾患を、カテゴリー1：学校生活を送るにあた

り、有病率が高く健康な学校生活を送るために

統計的な扱いが必要と考えるべきもの、カテゴ

リー2：学校生活上予防すべき感染症として統

計的に扱うべきと考えるもの、カテゴリー4：

学校保健年齢の間に発見される疾病で発症年

齢や有病率等の状況を統計的に把握し、それに

よるアウトカムを把握するために必要と考え

るもの、カテゴリー4：乳幼児期から成人に至

るまで、生涯保健という観点から統計上取り扱

うべきものに分類し、それぞれに該当する疾患

を把握した（担当：弓倉）。 

３）特定健診との連携では、乳幼児健診事業に

おいて市町村が用いている「カルテ」（医師の

診察項目等を示したもの）、および「問診票」

（親への質問項目等を示したもの）などの帳票

の項目データを用いて、既往症等の項目につい

て分析した。なお、分析データは、平成 29 年

度子ども・子育て支援推進調査研究事業「乳幼

児健康診査のための「保健指導マニュアル（仮

称）」及び「身体診察マニュアル（仮称）」作成

に関する調査研究」の研究課題 2－1乳幼児健

診における医師の診察項目、精度管理、医師研

修に関する実態調査に回答が得られた 874 市

町村のうち、各都道府県から健診対象者数を考

慮して 5か所程度を選び、3～4か月児健診 203

か所、1歳 6か月児健診 211か所、3歳児健診

213 か所の市町村の帳票データを用いた（担

当：山縣、山崎）。 

４）地域保健分野の視点から見た乳幼児健診の

あり方に関する検討では、地域保健において保

健師が乳幼児健康診査にどのような意義や目

的を設定しているかを明らかにするために、平

成 29年度日本保健師連絡協議会の活動報告会

に参加した 65名の保健師等を対象として乳幼

児健康診査と特定健診等成人の健診のあり方

に関する半構成的質問紙調査を行った（担当：

平野、中板ほか）。 

５）歯科保健分野における検討では、乳幼児健

診の歯科健診と学校歯科健診とを連結すべき

データ項目について検討した（担当：朝田、船

山）。 

６）栄養分野における検討では、学童期の食の

課題を見据えた幼児への食支援事業の事例か

ら、継続的な支援に重要な事項を検討した。方

法は、幼児への支援組織（保健センター・保育

所等）と学童への支援組織（小学校等）の両者

の協力で活動を実施する市区町村を抽出し、イ

ンタビュー調査を実施した。発言内容の音声デ

ータを逐語化し、報告書等から得た活動情報を

加えたデータベースから、事業名、ねらい、対

象、事業内容を整理した。その後、幼児期・学

童期の両者ともに重要と考えられている指標

を抽出した（担当：石川）。 

７）発達臨床心理分野での検討では、昨年度の

調査結果に基づいて、乳幼児健診での評価を保

育所・幼稚園や学校につなげる際の諸課題につ

いて検討した（担当：黒田）。 

 

【研究目標 3】先行研究で開発した乳幼児健診

の事業評価モデルの全国展開 

 乳幼児健診で用いられる「子育て支援の必要

性の判定」を活用した支援の評価モデルの実用

性を検証するため、2017年 4月～6月に協力

市町の 3～4 か月児健診を受診し、いずれか

の要因で支援が必要と判定された 120 名を

対象とし、2018 年度に対象者が 1 歳 6か月
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児健診を受診する際の支援の必要性の判定

の変化、及びその間の支援状況を前方視的に

検討した。支援状況の評価には、個別支援の

受け容れと支援事業の利用を数値化した。 

 

（倫理面への配慮） 

あいち小児保健医療総合センター倫理委員

会の承認を得た（承認番号 2017025）。 

 

Ｃ．研究結果 

【研究目標 1.1】乳幼児健診の標準的な健診項

目の提示 

標準的な医師診察項目として、疾病のスクリ

ーニングを中心とした医師記入項目、および身

体計測の判定や問診による既往症などを把握

する保健師記入項目を作成した。3～4 か月児

健診では、医師記入 38項目・保健師記入 9項

目、1歳 6か月児健診では、医師記入 25項目・

保健師記入 22 項目、3 歳児健診では、医師記

入 25 項目・保健師記入 20 項目を示し、各診

察項目に対する、乳幼児健診で発見する手段

（問診、計測値、検査等・検査値、視診、触診、

聴診、手技）、判定と対応の考え方を整理する

ともに、スクリーニング対象疾病の疫学的な根

拠である発見の臨界期、治療・介入効果、発症

頻度 （国内・海外）、保健指導上の重要性など

の根拠を明記した。 

以上から、乳幼児健診でスクリー

ニングすべき疾患やこれを把握する

医師診察項目を、系統立てた手順と

疫学的な根拠による検証結果として

示すことができた。データヘルス時

代の母子保健情報の利活用や他健診

との調和の中で、根拠に基づいた乳

幼児健診事業の企画・運営の展開に

寄与することが期待される。 

 

【研究目標 1.2】スクリーニング対象疾患の医

療経済学的検討  

１）NDB データを用いて乳幼児健診の疾病ス

クリーニングを医療経済学的に分析するため

の、手法について下記の通り検討した。 

＜分析対象疾病の妥当性＞ 

乳児股関節脱臼を 3～4か月児健診で発見す

る臨床的・疫学的な妥当性は次の通りである。 

乳児股関節脱臼とその類縁疾患の発生頻度

は 1%程度と比較的多い疾患である。乳児股関

節脱臼は、未歩行の乳児期では自他覚症状に乏

しいが、3～4 か月児健診で発見されることが

適切とされている。適切な時期に発見された場

合は、多くはリーメンビューゲル（LB）法に

よる保存的な治療で回復が見込めるのに対し、

発見が遅れた場合は、長期のギプス固定や手術

治療などの入院治療が必要となり、かつ機能的

予後も不良な場合がある（図 1）。 

乳幼児健診事業において、医師の診察所見と

家族の問診等を組み合わせたスクリーニング

方法（有所見率：数%～10%程度）が推奨され

ているが、乳児期後半以降に歩行の異常等に保

護者が気づき、初めて診断されるケースが、先

行調査において 1割程度存在する 2)。 

 なお、3～4 か月児健診は、全国 1,701 市区

町村（97.7%、平成 28 年度）で実施されてい

る。 

 

図 1. 乳児股関節脱臼を分析対象とした妥当性 

ギブス固定
（長期入院）

手術治療

出生 6か月 １歳（歩行開始）

３～４か月児健診
（受診率：95.6%）

保存的治療
（LB法）

亜型 経過観察

良好な
関節機能

関節機能不良
合併症

（変形性股関節症）
予防

総医療費に
違い（仮説）

健全な
発育

QOL
低下

適切な時期に発見された
診療開始月齢

見逃し

適切な時期に
発見された群

発見遅延群

全例の
10%程度

発見遅延例の
診療開始月齢
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＜データ抽出条件と集計＞ 

レセプト情報・特定健診等情報データベース

の第三者提供の特別抽出によりデータを抽出

し、下記の手順で集計する。 

１．対象患者の特定（中間テーブルの作成） 

1) 乳児股関節脱臼の診断名が記録されたレセ

プトを抽出し、その患者を特定する。 

2) その患者が乳児股関節脱臼と診断された時

点での月齢を特定する。 

3) 乳児股関節脱臼の患者ごとに「診断時点の

月齢」が整理された対応表を作成する。この際、

下記のような諸条件を考慮したデータクリー

ニングを実施する。 

・一人の患者について、初診の診療行為コード

が複数存在する場合 

・初診の診療行為コードが１つも存在しない場

合 

・別の傷病名の初診を誤って拾ってしまう場合 

・一人の患者であっても、異なる患者と判断し

てしまう場合など 

２．集計(1) 

2011 年度〜2017 年度を調査対象期間とし、

乳児股関節脱臼の患者数を、診断された時点の

月齢ごとに以下の集計軸で集計する。なお、診

断された時点とは、初診のコードで判断する。 

・年度別（2011～2017） 

・都道府県別、二次医療圏別、市区町村別 

・男女別 

・全脱臼病名群／亜脱臼病名群／臼蓋形成不全

群 

 乳児股関節脱臼には、股関節亜脱臼の亜型や

脱臼に至る前段階ともいえる臼蓋形成不全の

状態があり、臨床的には医療費が異なることが

見込まれる。このため、抽出レセプト数が最小

集計単位の条件を満たす場合、上記と同様に、

全脱臼病名群／亜脱臼病名群／臼蓋形成不全

群のそれぞれを対象とした集計を行う。 

３．集計(2) 

集計(2)で抽出した患者のうち A.診療開始日

が 6 か月以下のグループ、B.診療開始日が 7

か月以上のグループ別に、総診療点数・総診療

実日数を、以下の集計軸で集計する。 

・年度別（2011～2017） 

・都道府県／二次医療圏別／市区町村別 

・男女別 

・全脱臼病名群／亜脱臼病名群／臼蓋形成不全

群 

＜分析方法１＞適切な時期での疾病発見によ

る医療費抑制効果の検討 

・方法 

病名が初めて診断された月齢から、A.診療開

始日が 6 か月以下であるグループを適切な時

期で発見されたグループとし、B.診療開始日が

7か月以上のグループそれぞれの総医療費・総

診療日数を都道府県別に分析する。 

・見込まれる結果と応用 

 適切な時期に発見されたと見込まれる症例

の医療費（1人当たりの平均）が、これ以降に

発見されたと見込まれる症例の医療費より安

価であることを示すことにより、見落とし例を

防ぐための医師研修やスクリーニング後のフ

ォローアップへの経費の増額等の対策の根拠

として応用できる可能性がある。 

 本研究により、乳幼児健診でスクリーニング

すべき疾病の妥当性を医療経済学的視点から

示す手法を開発できる。この手法を用いて、他

の疾病のスクリーニングの妥当性を医療経済

学的に再検証することで、乳幼児健診に投入す

べき予算や人的資源の根拠として応用できる

可能性がある。 

＜分析方法２＞先進的なスクリーニング方法

の費用対効果測定の検討 

超音波検査を用いた先進的なスクリーニン

グ方法を実施している市区町村をアンケート



7 

 

調査等により抽出し（30～50 か所程度が見込

まれる）、超音波検査の導入時期・必要経費に

関する二次調査を実施する。 

その後に、抽出した市区町村を含む二次医療

圏とそれ以外の二次医療圏との医療費、ならび

に抽出した市区町村とこれ以外の同規模の市

区町村との医療費について、A.診療開始日が 6

か月以下であるグループと、B.診療開始日が 7

か月以上のグループで比較する。 

・見込まれる結果と応用 

股関節超音波検査を用いたスクリーニング

法が、医療経済学的にバランスするものであれ

ば、このスクリーニング方法を市区町村が採用

すべきスクリーニング法として推奨すべき根

拠とすることが可能となる。機器導入は、法令

やエビデンスに基づくものではなく、住民（裨

益者）にとっては、いわば需要ショック

（demand shock）である。本調査の結果を差

分の差分法（deference-in-deference）で解析

することで、価値の高いエビデンスが得られる

可能性がある。 

２）「健やか親子 21」で掲げられた政策目標指

標の妥当性を医療経済学の視点から検証した。

その結果、「健やか親子 21」に代表される、医

療、保健、福祉などの分野における施策の事後

評価を、政策目標指標の単なる把握から，指標

間の関係性や方向性を検証する「仮説検証型」

へ移行させるに当たり、(1)政策評価過程で用

いる指標の選定と妥当性に対する継続的な検

証、(2)医療，保健，福祉分野におけるデータの

収集・管理・運営、そして、(3)政策のアウトカム

を公正に計測するための統計手法の確立、と

いう、3 つの課題を検討する必要があると結論

付けられた。 

３）乳幼児健診事業の経費や人的資源に関する

調査では、受診者１人あたりの予算は、健診対

象者が 1000 人以上の市区町村では 4,920 円、

100 人～999 人の市区町村では 5,030～5,510

円、50～99 人の市区町村では 6,940 円、1～

49人の市区町村では 10,230円であった。乳幼

児健診の職種別従事者数は、自治体規模にかか

わらず常勤保健師のかかわりが極めて高く、非

常勤保健師は、自治体規模が大きいほど関与が

高かった。看護師は、中規模以上では同等の割

合であったが、小規模では少なくなっていた。

栄養士は、中規模で常勤の関与割合が高く、非

常勤は規模が大きいほど高い傾向であった。歯

科衛生士は、常勤が規模の大きいほど関与が高

かったが、非常勤はどの規模でも６～７割の健

診に従事して、常勤を大きく上回った。心理職

は、大規模では５割程度が関与し、規模に伴っ

て減少した。保育士はどの規模でも 3割程度の

関与であった。健診 1回当たりの所要時間は、

事前カンファレンスは 10～21分、事後カンフ

ァレンスは 38～46分であり、市町村の規模が

小さいほど、所要時間が長い傾向があった。健

康診査は 138～179分で、規模の大きい市区町

村が長い結果であった。 

 

【研究目標２】他の健康診査等との連携を視野

に入れた乳幼児健診事業のあり方の検討 

１）妊娠期からのデータ活用 

 妊娠届出時に喫煙していた母親は 74 人

（10.2％）、吸っていたがやめたと回答した者

は 176 人（24.2％）であった。妊娠届出時か

ら 3 歳児健診時までの喫煙状況の変化を図に

示す。期間を通して喫煙していなかったのは

455人（62.6%）であった。一方、期間中に喫

煙経験があった 272 人の内訳は、妊娠から子

育て中の時期において喫煙を継続していたの

が 39人（14.3％）、妊娠から子育て中の時期に

おいて禁煙していたのが 117人（43.0%）であ

った。本研究結果は、地域の小児における受動

喫煙状況の改善を図っていくための、貴重な基
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礎資料となることが示唆された。 

２）学校健診データとの連携 

 学校健康診断の項目のデジタルデータベー

ス化する際の設定とデータ定義について示し

た。日本医師会学校保健委員会に対するアンケ

ート調査では、カテゴリー1 では 66 の回答が

あり、44 の疾病または病態が指摘された。最

も多く指摘された疾病は食物アレルギーの 5

回答だった。カテゴリー2は13の回答があり、

12 疾病が指摘され、結核が 2 回答あった。カ

テゴリー3は 72回答があり、48の疾病または

病態が指摘された。カテゴリー3でも最も多か

ったのは食物アレルギーの 5 回答で、不整脈、

腎疾患、脊柱側湾が 4回答と続いた。カテゴリ

ー4は 58回答があり、36の疾病または病態が

指摘された。カテゴリー4で最も多かったのは

腎疾患の 5 回答で食物アレルギーとアトピー

性皮膚炎が 4回答で続いた。 

３）乳幼児健診の既往症データの分析 

3～4 か月児健診 157 か所（77.3%）、1 歳 6

か月児健診 197か所（93.4%）、3歳児健診 194

か所（91.1%）で既往症等の項目があり、「病

気の有無」や「現在治療・通院中の病気の有無」

とその自由記載を求める項目と、選択肢として

個別の疾病等を示す項目が認められた。選択肢

は、a. 感染症の既往、b. 事故の既往、c. アレ

ルギー疾患、d. 管理中の疾病、e. 先天異常な

ど、f. 眼科・耳鼻科の疾患、g. かかりやすい

病気に分類できた。項目の出現頻度や学校健診

の項目との比較から、a. 感染症の既往（ワク

チンで予防可能な感染症）、c. アレルギー疾患

（気管支喘息、アトピー性皮膚炎、食物アレル

ギー）、d. 管理中の疾病（心臓病、腎臓病、ひ

きつけ・けいれん、熱性けいれん、川崎病）、

f. 眼科・耳鼻科の疾患などが、既往症の中で

は PHR(personal health record)として市町村

が保持するデータになり得ると考えられた。 

４）地域保健から見た乳幼児健診のあり方 

 半構成的質問紙調査から、保健師は親との関

係づくり、安心できる場づくりを目指し、問診

と観察から親子関係や家族関係等を把握し、児

の成長・発育の状況や疾病・障害あるいは虐待

の疑い等について養育者と確認し、要支援・指

導事例に継続的な支援を行っていることが明

らかになった。保健師は乳幼児健診で全ての親

子に出会い、健康状態・生活状況を把握し、地

域の健康課題を把握する等の公衆衛生活動を

基盤とし、健診がチェック、問題の発見の場だ

けではなく、親が安心して来所することで気づ

きを得、保健師との継続した支援の入り口とす

る等の多義的な目的を設定していることが明

らかになった。 

５）歯科保健分野 

乳幼児健診の歯科健診と学校歯科健診とを

連結すべきデータ項目について、う蝕から生活

習慣や子育て状況を把握すること、口腔疾患の

発生予防することなどを検討した。次年度、市

町村担当へのアンケート調査を行うなど、これ

ら項目を検証する予定である。 

６）栄養分野 

学童期の食の課題を見据えた幼児からの継

続的な支援に重要な事項の検討では、７事業の

事例を得た。子どもの野菜嫌い改善のための市

民への調理教室、小学校入学後を考慮した幼児

の給食体験、大学との共同研究に基づいた食事

の適量の教育、幼児健診に活用できる栄養相談

票の開発などがみられた。重要な指標には、偏

食の減少、食事の適量の理解、野菜摂取の増加、

食事の栄養バランスの理解、朝食欠食の者の減

少、食事を楽しむ者の増加がみられた。 

７）発達臨床心理分野 

 乳幼児健診での発達の評価を保育所・幼稚園

や学校につなげには数多くの課題が認められ

た 。こうし た現実を 踏まえな がらも
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PHR(personal health record)として活用可能

な発達の評価項目について検討することが重

要と考えられた。 

 

【研究目標 3】 

１）モデル地域における「子育て支援の必要

性の判定」を活用した支援の評価モデルの実

用性の検証 

 子育て支援の必要性の判定のうち、親・家

庭の要因に対する 3～4 か月児健診と 1 歳 6

か月児健診の判定の変化を類型化し、支援対

象者に対する支援状況を個別支援の受け容

れと支援事業の利用に整理・数値化して分析

した。その結果、判定の変化と支援状況に有

意な関連性が認めた。協力市町から得られた

個々対象者の情報を参照することで、判定の

変化と個別支援や支援事業の受け容れ・利用

状況の関連性に、支援の評価モデルとして妥

当な解釈を与えることができた。今回の検討

対象者のうち、継続して支援対象と判定され

た群は、個別支援の受け容れ・支援事業の利

用が最も多く、継続的な支援が行われている

ことが示された。判定が改善した群では、状

況が改善したもの、支援を必要とする要因が

別の要因に変わったもの、及び親自らが状況

を改善したものが認められた。個別支援の受

け容れと支援事業の利用がまったくなかっ

たケースは、支援者との関係構築が難しい状

況が認められた。困難な状況を未然に防ぐた

めには、妊娠期から利用者の立場に立った支

援プランを作成し、問題の軽微なうちから支

援者と対象者の関係を構築していくことが

必要と考えられた。乳幼児健診時の子育て支

援の必要性の判定を活用した支援の評価モ

デルは、乳幼児健診や母子保健事業の現場に

適用可能性があることが示唆された。 

 

Ｄ．考察 

１．疫学的、医療経済学的な視点に基づいた乳

幼児健診に対する検討の本年度の成果と今後

の方向性 

乳幼児健診は、ワンストップで親子の様々な

健康課題に対応する事業である。戦後の発育や

栄養の改善から（三次予防）、股関節脱臼など

疾病の早期発見と治療、脳性まひや視覚・聴覚

異常の発見と療育（二次予防）、肥満やう蝕の

予防、社会性の発達、親子の関係性や親のメン

タルヘルス、子ども虐待の未然防止など（一次

予防）、時代とともに大きく変遷してきた 1)。

すなわち、疾病スクリーニングの対象疾病は、

現場のニーズや地域の健康課題に呼応して選

択され、乳幼児健診に関するマニュアル等でも

経験知に基づいて、疾病スクリーニング方法が

記述されてきた。つまり有病率やスクリーニン

グの有効性などのエビデンスから、乳幼児健診

で標準的にスクリーニングすべき疾病の検討

は行われてこなかった。 

本年度の研究では、厚生労働省の通知で示さ

れている乳幼児健康診査の医師の診察項目が、

本研究班が昨年度抽出した「疫学的検討による

スクリーニング対象疾病（案）」、及び日本小児

医療保健協議会健康診査委員会委員などが作

成した「乳幼児健康診査 身体診察マニュアル

（2018年 3月）」に例示されたスクリーニング

対象疾病の把握に妥当であるかを根拠に基づ

いて検討し、標準的な医師診察項目と対象疾患

を作成した。今回作成した医師診察項目は、疫

学的な根拠と、四者協などの専門家パネルの両

面から検討されたものである。また、疫学的根

拠と系統立てた手順を踏んで作成されている

ことから、今後、子どもの健康状況や子どもを

取り巻く環境変化が起きた場合に、修正すべき

検討手法を示すことができたと考えられる。本

研究班と協力して「暫定医師診察項目（案）」
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を作成した「身体的・精神的・社会的

（biopsychosocial）に健やかな子どもの発育

を促すための切れ目のない保健・医療体制提供

のための研究」班では、「実践版健診診察所見

様式」を作成し、今後モデル地域において診察

所見の有所見率や、疾病スクリーニングの効果

について検証が行われる。生活習慣や情緒行動

の項目の必要性の検証も併せて期待したい。 

乳幼児健診の疾病スクリーニングに対する

医療経済学的な検討として、本年度は、NDB

データを用いた検討手法を検討し、レセプト情

報・特定健診等情報データベースの第三者提供

の特別抽出を申請して受理された。今回は乳児

股関節脱臼（発育性股関節形成不全症）を対象

としたが、選択の過程で、医療経済学的検討の

対象となる疾病を選定する考え方を整理する

ことができた。次年度、抽出データに基づいて

分析結果を示すことで、他の疾病スクリーニン

グへの応用を検討することが見込まれる。 

市町村が乳幼児健診事業に費やしている経

費（予算）や、人員・所要時間に対する調査で

は、 

 

 

２．他の健康診査等との連携を視野に入れた乳

幼児健診事業のあり方 

昨年度、乳幼児健診事業と他の健診事業等と

の連携の考え方を整理し、乳幼児健診事業と他

健診事業等との連係モデルを提示した。本年度

は、乳幼児健診で把握されている既往症のデー

タ、学校健診とのデータ連結などについて分

析・検討し、データヘルス計画で今後活用が見

込まれる PHR(personal health record)データ

を、生涯を通した「健康の保持増進」に活用す

る改編案を提示した（図 2）。 

乳幼児健診は、妊婦健診や学校健診とともに、

すべて長い歴史と高い受診率が得られ、住民に

しっかりと根付いた制度である。妊婦、乳幼児、

 

図 2. 乳幼児健診事業と他健診事業等との連係（改変） 

妊婦・産婦健診 乳幼児健診 就学時 学校健診

【母子保健】 【学校保健】 【地域・職域保健】

健
康
の
保
持
増
進

母体・胎児の
安全の保障

発育・発達の
保障

就学の
保障

基
本
領
域

個
別
疾
病
領
域

●乳児股関節検診

●聴覚検査

●妊娠高血圧症 ●特定健診・特定保健指導

●がん検診

●ストレスチェック

ほか

●感染症
スクリーニング

基礎的学力・
体力の保障

●視覚検査

●先天代謝異常スクリーニング

（年齢・対象別の例）

●心電図検査

●学校検尿

●視力検査

●聴力検査

○一般健康診査
〇基本健康診査

健康な生活習慣の確立と維持・食育

●新生児
聴覚スクリーニング

【子ども医療費助成制度】

こころの健康

歯科保健

【国民皆保険】

医療保険による保健事業
労働衛生対策
老人保健

既往症等

〇予防接種歴・VPDの既往

〇アレルギー疾患

〇管理中の疾病（心臓・腎臓等）

〇視覚・聴覚・身体・発達障害

医
療
費
適
正
化

Personal
Health
Record

受療行動に基づく疾病の発見
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児童・生徒と対象は移り変わるが、一貫して健

康の保障（健康の保持・増進）を目的としてい

る。乳幼児健診と学校健診では、身長、体重な

どの身体測定値、問診や診察により子どもの健

康状況の把握が行われている。妊婦健診は、近

年、産婦健診も開始されて、妊婦のメンタルヘ

ルスや社会的要因を把握する役割も果たすよ

うになっている。乳幼児健診との連携で、親と

子の社会的な健康も保障する役割が求められ

ている。また、乳幼児健診で取り扱う発達の保

障は、就学時健診や学校健診との連携により、

就学の保障や基礎的学力を保障するための教

育の提供につながっている。 

妊婦健診、乳幼児健診と学校健診は、住民の

ライフサイクルの中で、健やかな次世代を継承

することを目指す、いわば「基本領域」と考え

ることができる。基本領域では、健康の保持増

進がどの世代においても共通の目標である。本

年度の検討により、乳幼児健診で把握される既

往症は、予防接種で予防可能な感染症・予防接

種歴、さらには発育や発達の記録とともに、生

涯を通じた PHR(personal health record)のデ

ータとしての活用が期待される点を追記した。 

一方、妊婦健診、乳幼児健診、学校健診には、

その年齢や対象ごとに、早期に発見し、治療に

つなげるための検査項目がある。例えば、妊婦

健診では妊娠高血圧症、感染症スクリーニング

が行われる。新生児期には先天代謝異常スクリ

ーニングや聴覚スクリーニングが実施され、乳

幼児健診では、乳児股関節検診、視覚検査、聴

覚検査が行われている。学校健診でも心電図検

診、学校検尿などが実施されている。 

職域・地域保健領域では、特定健診・特定保

健指導、各種のがん検診や、労働者がメンタル

ヘルス不調になることを未然に防止するメン

タルチェックなど、個別の健康課題に対する健

診事業が中核となっている。その目的には、医

療費削減という共通点がある。乳幼児健診や学

校健診の年齢や対象ごとの検査項目とともに、

いわば「個別疾患領域」の健診事業と整理する

ことができるのではないだろうか。 

さらに、わが国では国民皆保険制度が整い、

現在ではすべての市町村において、子ども医療

費助成制度等の医療費を援助する制度が利用

できる。これらの医療制度は、何かおかしいと

気づいた親が医療機関を受診するモティベー

ションを高め、事実上、疾病を早期に発見する

役割も担っている。また小児科の診療所を中心

に、一般診療の中でのいわゆる「子育て相談」

に対する関心も高い 。すべての親子に必要な

支援を届けるためには、乳幼児健診の充実とと

もに、妊婦健診・産婦健診、学校健診等の健診

事業や、医療保険制度による医療サービスが、

複合的な基盤として活用されるための情報の

共有と利活用が求められる。 

現在国においては、個人の健康状態や服薬

履歴等を本人や家族が把握、日常生活改善や

健康増進につなげるための仕組みである

PHR（personal health record）について、

マイナポータルを通じて本人等へのデータ

の提供を目指す方向が示されている。しかし、

母子保健分野の健康情報である乳幼児健診

や妊婦健診については、統一された記録様式

はなく、市町村間で項目や記録方法に差異が

ある。このため、データヘルス時代の母子保

健情報の利活用に関する検討会において、市

町村が電子的に記録・管理する情報等に関す

る中間報告書が取りまとめられた。中間報告

書では、基本的な項目選択基準として、「自

己申告（問診表記載内容等）に基づく情報は

含めない。」としているが、乳幼児健診にお

いて既往症等が保健指導や支援に活用され

ていることから、PHR（personal health 

record）の対象項目の候補として検討する意
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義は少なくないと考えられる。今後、母子保

健情報の利活用を検討するうえで、議論が期待

される。 

 

Ｅ．結論 

疾病のスクリーニングに関する疫学的検討

から、厚生労働省の通知で示されている乳幼児

健康診査の医師の診察項目が、本研究班が昨年

度抽出した「疫学的検討によるスクリーニング

対象疾病（案）」、及び日本小児医療保健協議会

健康診査委員会委員などが作成した「乳幼児健

康診査 身体診察マニュアル（2018 年 3月）」

に例示されたスクリーニング対象疾病の把握

に妥当であるかを根拠に基づいて検討し、標準

的な医師診察項目と対象疾患を作成した。 

レセプト情報・特定健診等情報データベース

の第三者提供（特別抽出）データを用いた乳幼

児健診の医療経済学的検討のため、乳児股関節

脱臼を対象疾病として、適切な時期での疾病発

見による医療費抑制効果、及び先進的なスクリ

ーニング方法の費用対効果測定する計画を厚

生労働省に申請し、許可された。 

また、乳幼児健診と他の健診事業との連携に

ついては、生涯を通じた健康の保持を目的とす

る基本領域に PHR(personal health record)と

して保持すべきデータ項目を加えた改訂案を

提示した。 
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